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1. は じ め に

　公共事業の投資効果を費用 (Cost) と便益

(Benefit)との比較, いわゆるB/C分析により評価

しようとするのが, 昨今の事業評価方法である。

治水事業の実施の有無についても, B/Cが1を越え

るか否かは, 行政意思決定の判断材料の一つとさ

れている。

　治水事業の効果・便益の算定は, 平成10年5月

に策定された「治水経済調査マニュアル(案)」[1]に

基づいて行う。

　河川における治水事業の便益の算定には, 主に

以下のような計算が含まれる。

　(1)　確率規模毎の有効雨量の設定

　(2)　流域における流出計算

　(3)　河道における不等流計算

　(4)　河道における不定流計算

　(5)　氾濫域における氾濫解析

　(6)　氾濫域資産の集計

　(7)　被害額の算定

　(8)　年平均被害軽減期待額の算定

　このような一連の計算のなかで, (1)～(7)は, 便

益を算定するための前準備であり, これらの計算

こそ, 便益の結果に大きく関わっている。ここで

は, 便益の計算に係わるいくつの問題点について

考える。

2. 便益計算に係わる問題点

2.1 被害額の算定問題

　一般に, 計算の対象となる流域をいくつのブ

ロックに分け, 各ブロックにおいて被害が最大と

なる1箇所の破堤地点を想定する。被害額を算定

する前に, 氾濫シミュレーションを実施する。氾

濫シミュレーションは, 流量規模かつ氾濫ブロッ

ク毎に実施する。被害額は, 氾濫シミュレーショ

ンによる浸水深とメッシュデータ(地盤高, 資産, 

勾配等)から算定する。

　各ブロックにおける被害額を算定して, それを

被害軽減額とする。更に, 被害軽減額に洪水の生

起確率を乗じ, 計画対象規模までの被害軽減期待

額を累計し, 年平均被害軽減期待額として算出す

る。

　問題は, 対象流域の総便益を算定する際, 全ブ

ロックの年平均被害軽減期待額の合計から算出す

ることにある。このように計算すれば, 結果的に, 

氾濫は全ブロックの破堤地点より, 同時に起こっ

たことになる。しかし, 実の氾濫現象においては, 

「治水経済調査マニュアル(案)」にも指摘があった

ように, このような現象は起こり難く, 現行の便益

計算方法は, 治水経済の効果を過大評価すること

となる。

　現行の評価方法おいて, このように評価せざる

を得ない理由としては, 破堤の確率を特定するこ
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とが困難なためである。破堤現象は, 河川堤防の

浸透に対する安全性を評価する方法[2]のように, 

破堤の確率についても, 工学的な評価する手法を

取り入れるべきである。したがって, 破堤現象は

破堤地点における外力条件と基本条件の両面から

考えることができる(表1)。

この設定においては, 基本的な考え方の一つとし

て, 氾濫域内の資産について, 現状の資産状況は, 

将来も変わらないと仮定されている(「治水経済

調査マニュアル(案)」[1])。

　自然災害の多い日本では, 人口の約半分と資産

の約4分の3は, 国土面積の1割に過ぎない沖積平

野に集中している。人々は, 水害に対するリスク

評価への関心は, 日々強くなっている。行政的に

も, 災害保険市場の開放が予想される。このよう

な情勢において, 水害後の資産の形成は, 今までの

と異なる形へ変化することが考えられる。このよ

うな変化は, 治水経済評価の便益計算に係わる資

産数量や被害率等の設定に直接的な影響を与える

と思われる。

　また, 水害後の総資産の形成においては, 水害保

険加入のある場合は, 水害保険加入のない場合に

比べ, 資産の回復は早く, 保険金の受領によって, 

被害がある程度に抑える効果, いわゆる被害の減

少効果が現れる。したがって, 現行の評価方法は, 

便益を小さめに見込んだ計算となる。これについ

ては, 湧川[3]によるリスクプレミアムを考慮した

治水事業の経済評価を提唱している研究がある。

　したがって, 治水経済調査に係わる便益計算は, 

市場評価を取り入れた評価が今後の傾向と認識す

る必要があると思われる。

3. ま と め

　現行の治水経済調査における便益の算定は, 災

害保険の適応が考慮していない。しかし, 今後, 災

害保険市場の開放に伴い, リスクプレミアムに関

する情報が蓄積されれば, 市場評価を取り入れた

治水事業の経済評価が可能にあると指摘され[3], 

表1　破堤を引起す条件

外力条件

(誘因)

基本条件

(素因)

水 位 波 形 土 質 構 成

動 水 勾 配 護岸工事等

　水位波形からは, 無害流量や河川水位等を評価

することができ, 動水勾配からは, 河床勾配等地形

条件を反映できる。これらは外力条件として, 破

堤の誘因となる。一方, 土質構成や護岸工事等は

破堤の基本条件であり, 堤防の安全性を左右する

素因である。

　破堤の確率を考える場合, これらの要因を考慮

したうえで, 被災履歴から, 洪水規模毎の破堤回数

に等基礎資料を蓄積すれば, 破堤の可能性を示す

超過確率で, 堤防を分類することができる。この

ような分類に基づいて, 設定された破堤地点の各

条件で照合し, 該当地点における破堤の確率を求

めることが可能であろう。

　したがって, 便益計算は, 工学的な考え方を考慮

して計算できるようになれば, 現行の治水経済の

過大評価を避けられると考えられる。

2.2 洪水リスクの評価方法についての問題

　治水経済調査における便益の算定は, 最も基本

となる基礎資料は, 氾濫域内の資産の設定である。
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今後における便益の計算はどう対応していくかは

課題となる。また, 氾濫解析においては, 治水安全

度と土地利用が同時に整合した予測方法[4]があり, 

独立したブロックにおける評価方法から, 一体化

とした流域における評価への転換が求められる可

能性があると思われる。
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